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派遣切りという言葉が、2008年9月のリーマン・ブラザーズ経営破綻
以来、世界同時不況下の日本を席巻している。派遣切りとは、派遣契約の
もとで雇用された労働者の契約解除が行われることを指している。テレビ
で報道された映像では、大手電機メーカーや自動車メーカーを解雇された
派遣労働者の群れが公園や街頭に集結している様子が写っていた。なかに
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は、社宅や寮が提供されていたため解雇とともに住居を喪失する者も出る
事態となっている。（参考文献2参照）
こうした労働者たちの生活を支援するために、年末には代々木公園や日
比谷公園などの派遣村でも支援団体が炊き出しを行った。契約期限よりも
前に解除をされた事例もあった。雇用契約が守られなかったならば派遣労
働者は異議申し立てを行うことができるが、契約満了で契約更新が行われ
ない場合、異議も申し立てをおこなう法的な根拠はない。工場の前で詰め
寄っている人、街をデモ行進する人、その違いがうまれたのはこの契約終
了の時期にもよるだろう。
厚生労働省の統計によると、派遣労働者の数はおよそ144万人で、その
うち製造業に従事する者は約50万をこえている。彼らのかなりの部分が
2009年3月末までに解雇される情勢である。現時点の完全失業率は4，4％
であるが、悪化のスピードが速いので、この先この率は増えていくものと
思われる。それから以前からもいわれているように、日本の完全失業率の
数値自体、他の先進国にくらべるとすこし甘いということが指摘されてい
ます。各国の統計のとり方は少し違っており、それぞれの国によって労働
慣行が異なっているので、国際的に厳密な比較が可能となる失業率の定義
は簡単でない。また、日本には、かって1950年代後半からずっと前近代
的労使関係にたっ小企業および家族経営による零細企業と農業において家
族従業者が多く、潜在的失業者を吸収しているので失業率が高くならない
という「二重構造」論がいわれ続けた時期もあった。失業率を計算すると
き、失業かどうかの判定基準がすこしゆるやかであるということなので、
他国のそれと比較するとき、そのことを勘案しないといけないかもしれな
い。0．5％から0．9％ぐらい小さめになるとも言われている。
製造業の派遣労働者が解禁されたのは、2004年の小泉構造改革のなか
での政策転換であった。自動車や電機などの輸出産業に多くの派遣労働者
が雇用されることになる。規制緩和の一環としておこなわれたのである。
なぜ、このような事態になってしまったのだろうか。もちろん、製造業で
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の労働者派遣が認められた背景には、幾つかの理由がかんがえられる。ま
ず、第1に冷戦が崩壊して多くの国が資本主義経済の競争に参加した結
果、競争が激しくなって企業の存在自体が不安定化するようになった。特
にブラジル、ロシア、インド、中国などの人口は多く、自然資源に恵まれ
ている大国である。これらの国は頭文字をとってブリックス（BRICS）と
呼ばれている。近年、世界経済が大きく変わってきた背景として、これら
の国の経済発展のめざめと台頭が浮かび上がってくるのである。資本主義
は、資本を投下して回収することによって成り立つ経済システムである。
資本主義諸国の人口は、世界人口の15％程度であり今後人口が増加しつづ
け資本投下の機会が発生する第三世界に進出するほうが自らの資本を生か
すことができるし、そうする以外に方法がないのである。第2に日本が少
子高齢化社会に移行して、労働力人口も減少してもはや成長期のような右
肩上がりの経済社会にはもどれないことである。そして、結果的に日本経
済の地位が相対的に低下して、競争力も弱くなっている。右肩上がりを前
提にした経済システムはもはや維持できない。これまでように製造業の雇
用が従来のような正規社員だけの直接雇用だけであると労働の生産コスト
は、高くなる。これは、健康保険・雇用保険といった社会保険料の企業の
負担や年功序列制度による賃金の上昇などがあるために高くなる傾向が多
いからである。
さらに、国内産業の空洞化問題がある。1990年代以降（1990年、日本
はバブル経済の崩壊の始まりの年）、日本企業は中国への工場の移転を加
速させてきた。実際、輸出産業における雇用統計をみても、90年代前半
をピークに雇用は減り続けている。もしも、製造業の労働者派遣が認めら
れていなかったならば、2004年から継続してずっと工場の海外移転を加
速させてきたに違いない。たとえば、移転先の中国では、450元から800
元程度の賃金で製造業作業者を雇用している。日本円にして月1万円程度
（現在では、2、3倍になっているのでは、筆者）の費用で1人の雇用が
できる。やはり、中国国内の派遣業者を使って、採用活動をおこなってい
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る。何百人以上の従業員を雇用して、3年程度の契約期間、寮で生活させ
雇用期間が満了すると終了させるというパターンが多い。派遣制度ができ
る理由として、以上のような日本国内の産業空洞化問題という経済事情が
背景にあったと思われる。（参考文献2を参考）
そこで、経済学は雇用あるいは失業をどのように説明あるいは位置づけ
ているかを振り返ってみようとおもう。失業が存在するのは、労働市場に
おいて労働の需要が供給よりも少ないということを意味している。古典派
とケインズ派の雇用量決定の理論をみていく。続いて、ケインズ派の有効
需要の原理と経済政策について説明する。最後に、古典派とケインズ派の
雇用をめぐる相違点を有効需要との関係で明らかにしていく。その前に、
まず現実の雇用情勢をみていくことにしよう。
1．日本と主要国の過去30年間の失業率の推移
1図および2図は、日本と欧米主要国とその他の主要国の過去30年問の
失業率の推移を示している。人口や労働力人口の数値がわからなければ、
正鵠を得た議論はできないので、まず、1表をみておこう。現在、日本
の人口約12770万人、そのうち15歳未満1730万人（13．5％）、15歳以上1億
1104万人（86．4％）である。そして、15歳以上人口が非労働力人口と労働
力人口にわかれる。非労働力人口は、家事、通学、その他に、そして、労
働力人口は、就業者と完全失業者に、さらに就業者が自営業主、家族従業
1表就業状態別15歳以上人ロ完全失業者数
単位万人（千人の位で四捨五入）男 女
15歳以上人口 11045
15歳～64歳 8302
労働力人口 6565 3833 2732
就業者 6265 3654 2612
完全失業者 300 180 120
出典：総務省労働力調査平成21年2月調査期日
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者、雇用者に分かれる。現在、労働力人口は約6565万人、就業者約6265
万人、完全失業者約300万人である。ただし、農林業は除かれている。そ
こで、まず失業率に注目してみておこう。失業率の定義は、完全失業者÷
（就業者数＋完全失業者数）×100である。この定義式をみると、分母は
就業者数＋完全失業者数の労働力人口が、分子は完全失業者となってい
る。失業は働く意思があるけれども就業していない状態のことである。働
く意思があることが重要である。経済学では、働く意思がなければ失業し
ていても、失業の範疇にははいらないのである。失業率を求めるとき、問
題になることがひとつあります。それは失業者と非労働力人口との分類に
ある。両者とも仕事についていないが、前者は失業者であり、後者は非労
働人口と分類される。この分類の仕方は、労働力調査における求職活動の
有無にある。公共職業安定所などへいって求職活動をしていれば失業者、
仕事についていないが求職活動もしていないのであれば非労働人口とな
る。この失業者と非労働人口の分類にあいまいな部分があり、正確な情報
を収集するのが難しい部分が残るのである。
まず、日本の失業率は高度成長期以降、1990年前半までは、2％台とい
う驚異的なきわめて低い水準を維持してきたのであり、欧米諸国がおしな
べて6％から10％前後という高い失業率であったのとは対照的な推移を示
しており、1980年代後半のいわゆるバブル経済のころの日本礼賛（Japan
asanumber1）の1つの要因となっていたである。また、諸外国と比べて
低失業率とその安定性が抜群であった。この安定性と低失業率こそ、失業
率が若干上昇した現在でも、他の諸国と比べた日本経済のおおきな特徴な
のである。このことは、上の2つの図をみれば、あきらかである。
1990年以降のいわゆる失われた10年に、日本の失業率は、これまでに
ない5％台まで上昇する。それまでのケインズ経済学的な公共事業を中心
とした景気対策はあまり効果をあげえず、赤字財政を深刻化させるばかり
で、経済は低迷し続けたのである。90年代の後半に起こった住宅専門会
社や山一謹券、北海道拓殖銀行などの大型金融破綻がきっかけとなり、失
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業者が急増し、5％ぐらいまで失業率が上昇する。その後、小泉政権によ
る規制緩和と構造改革による経済再建策は、欧米型の社会への転換を促進
し、景気が回復しても失業率水準はさらに上昇して再び5％台なかばまで
上昇していった。その後、低下傾向になって4％まで低下する。
日本の失業率の安定性の要因として、長期継続雇用という日本企業の特
色が維持されてきたからに他ならない。2002年5．4％の失業率から政府の
雇用対策（所在インターネット；マニフェスト比較（7）雇用；を検索）
や世界的な景気回復などによって、失業率は4％に低下している。1．4％ほ
ど失業率が改善している。この自民党の雇用対策を実行しても、失業率
でわずか1．4％程度、人数にして90万人ぐらいしか改善されていないので
ある。この自民党のマニフェストには雇用創出300万人とうたってあるの
で、この目標と実際の雇用創出人数にはかなりの開きがある。雇用対策は
それほど難しいといえるのである。ある程度の効果はえられるもののそれ
以上の効果を得ようとしても、なかなか大変なことがわかる。つまり、対
策に費用をかけてみても、限度があるということであろう。したがって、
雇用対策だけで劇的な改善あるいは大幅な失業率の改善を求めることは困
難である。やはり、対策の基本部分として普段からこつこっと地道な努力
をして、失業を減らしていく以外には方法がないのであろう。産業や業種
によっては、労働需要と労働供給がうまく合致せず、むやみに人手不足と
失業が並存してしまう現象も見られるので、特に雇用のミス・マッチを解
消することは、かなりの改善の余地があるだろう。
2002，3年ころ、日本の失業率は、米、英、オランダ、スウエーデンを
上回る時期があったが、現在では、オランダを除いてそれらの諸外国は6
ないし8％程度まで失業率が上昇している。しかし、日本も2009年2月の
時点であるが、今回の経済危機でかなりの早いピッチで上昇の傾向を読み
取ることができる。今後、欧米主要国なみの6～8％に移行するのかどう
か注目される。諸外国で劇的な推移を示しているのが、オランダである。
1980年代のなかごろ14％もあった失業率は高低の推移があったものの現在
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3，4％という驚異的な水準になっている。何か大きな雇用対策や経済シ
ステムの劇的な変革などがあったのではないかと推測できる。諸外国の雇
用制度や雇用政策を研究して自国にとっていいところを取り入れていく姿
勢を持つことは有用であろう。また、ロシアは、ソ連邦崩壊後、経済状態
はきわめて悪化し失業率は13％であったが、近年石油や天然ガスの開発に
よって経済が回復して、失業率もドイツ、フランスを下回る水準になって
いる。韓国については、失業率そのものは低いけれども、雇用者の約半分
は非正規雇用であるという驚きの状態である。
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4図非正規雇用者の内訳（2008年）
ところで、豊かな先進国においてある程度共通していることであるが、
労働者の雇用の働き方が変化してきて、正規雇用と非正規雇用というふう
に変わってきていることである。3図は、日本における1990年から18年
間の正規雇用と非正規雇用の推移を示している。ただし、農林業は除いて
ある。非正規雇用には、パート、アルバイトのほか、派遣社員、契約社
員、嘱託などが含まれる。正規雇用者は1997年まで増加傾向にあったが、
それ以降減少傾向がうかがえる。一方、非正規雇用者はこの問一貫して増
加傾向をしめしている。この結果、雇用者全体に占める非正規雇用者の割
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合、つまり非正規雇用者比率は1990年の20％から33．9％へと大きく上昇し
ている。数にして1138万人から1719万人へと581万人も増加している。い
まや、3人に1人以上は非正規雇用者である。労働力調査は事業所ではな
く世帯が対象の調査であり、ここでの集計は職場での呼称にもとづく回答
者の選択によっている。また、4図は、非正規雇用者の各区分別の人数を
示している。非正規雇用の多くは圧倒的に女性パートであることがわか
る。こうしてみると、今回の派遣切りに連動して、女性パートでもかなり
の割合で解雇されているのではないだろうか。非正規社員の内訳は、男性
548万人、女性1181万人、割合にして男性約32％、女性約68％である。ま
た、アルバイト320万人、契約社員・嘱託318万人でほぼ同数となってい
る。驚いたことに派遣社員は144万人で、人数そのものでは大きくなく、
非正規社員に占める割合は、8．3％にすぎないのである。派遣切りという
言葉から漠然とうけたイメージとは程遠いのである。こういうことから、
非正規雇用の働き方についてもっと詳しく知る必要がある。非正規雇用の
拡大は世界的な傾向で、日本だけの現象ではないようである。先進工業国
で支配的だった経済で、かっては進歩的な労働市場政策、強い労働組合の
影響力などからフルタイム雇用が常態であったが、こうした状況は大きく
変わってしまっている。1990年までの日本の雇用慣行は、期限の定めの
ない雇用契約をした場合、自動的に終身雇用になるというのが慣例だっ
た。たとえ、企業業績が悪化しても、そう簡単に解雇できなかったのであ
る。解雇せざるを得ないときは、労働組合と十分な協議して対象者を公正
に選ばなければならなかった。また、解雇以前に経営上のあらゆる努力を
することが必要だったのである。賃金を取り巻く環境も大きく変わってい
る。パートやアルバイト、派遣社員などの非正規雇用者の急増が、所得格
差の拡大を国民につよく印象づけている。正規雇用者と非正規雇用者の給
料の格差が今後広がると考えているひとは多い。正社員か否かで階層が固
定化されていくと危惧しているのである。
日本がこれまで続けてきた終身雇用、年功序列賃金などの雇用制度が
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徐々に変わってきたといわれるようになってからかなりの年月が経過し
た。現状のような雇用情勢の実体に鑑みると、今後の雇用あるいは失業
は、単に人数だけで計算された失業率だけでなく賃金や労働時間も調べて
いくとかその他の方法を併用していかないと、正確な雇用情勢を十分に捉
えることはできないだろう。労働量一労働者数×労働時間であるが、労働
量を増減させるといっても、労働者数を増減させる、労働時間を増減させ
る、あるいは双方を増減させる3つの場合がありうる。世界標準の法定労
働時間は、週40時間である。昨今のように、サービス残業がかなり普及
しているという話を聞きますが、無償で働くということなので明らかに実
質賃金の下落になります。また、「ホワイトカラー・エグゼンプション」
の導入があり、これまで残業代が支払われてきたホワイトカラーを役職に
つかせ管理者サイドにつかせることによって支払いの対象から除外されて
しまっている。このような労働時間と支払いの問題もありますが、雇用の
問題は労働基準法や労働契約法とも絡んでいるので、なかなか難しい問題
を孕んでいるのでここではこれ以上言及しないでおきます。
いまや、労働者の就業形態も正規と非正規にわかれてしまっている。
ワーキング・プア、ロスト・ジェネレーション（就職氷河期にやむなく派
遣などの非正規社員になった25歳から34歳の世代）、ネット・カフェー難
民などの雇用不安定から生じる経済格差は、最も注目を集める経済問題の
ひとつである。そして、もし近い将来労働力不足から、外国人労働者が増
加してくると、労働者階級に3つのグループができることになる。それだ
け、社会経済は多極化してくることにもなる。日本は2003年ごろから実
感なき景気回復してきたといわれている。その後、安い賃金の非正規雇用
者が増えて就業者数がすこし増えていくが、全体的にみると雇用者報酬は
少し減少しているのである。このよう状況下で、企業は国際競争力を確保
し企業利潤を確保してきたけれども、今回の金融危機でもろくも崩れてし
まった。非正規雇用がふえてきたのは、経済のサービス化・ソフト化と密
接に関係している。経済のサービス化・ソフト化は、所得向上による国民
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二一ズの高度化・多様化、余暇時間の拡大や都市化の進展における生活様
式の変化、情報関連部門における企業のサービスなどの拡大・高度化など
を背景にしている。国内総生産に占めるシェア、就業人口に占める割合も
一貫して増大している。これは先進諸国に共通している傾向である。そし
て、経済のサービス化・ソフト化は規制緩和とも関連しており、規制緩和
の推進が鍵を持っ。
以上のように、雇用の現状とそれをとりまく環境は、1990年を境にし
てずいぶん変わってきている。今後、利用できる労働の質と量を見極め
て、将来の我が国が目指すべきいくつかの方向を考えておかなければなら
ないのではないだろうか。さて、このような雇用間題を念頭におきつつ、
ここで全体としての雇用の大きさは経済学でどのように説明されている
かを振り返っておきたい。まず、古典派（ケインズ自身が古典派という場
合、A．スミスから始まる古典派と新古典派のA．マーシャルとその弟子で
あるA．C．ピグーまでを含んでいるが、内容的には新古典派のことを指し
ている。ここでは、ケインズの言葉にしたがって古典派と表現していく）
とケインズ派（ケインジアンともいう。ケインズ自身と彼の考え方を継承
する学者達、代表としてPA．サミュエルソンなどを指している。ケイン
ズ経済学と言われ、現代ではマクロ経済学として定着している）の雇用理
論を概観してみることにする。ここでは、労働市場における需要曲線、供
給曲線を導出し、古典派とケインズ派の雇用理論から、労働の需要と供給
問になぜ不均衡が発生するのかを明らかにして失業が発生する主な原因を
あきらかにしていきたい。
2．古典派の労働市場
まず、古典派経済学の基本的な考え方は、「供給はそれ自らの需要を生
み出す」というセイの法則であり、雇用量・生産量などの変数は、消費者
の選好や生産技術などの実態的な諸条件を基礎として、各市場における需
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給均衡のもとで決定され、さらに貨幣供給量の変化は、物価に影響を及ぼ
すだけで、実体的な変数には影響を及ぼさないという（貨幣にかんする二
分法）考えである。雇用の古典派理論では、労働を需要する企業者側もそ
れを供給する労働者側も、ともに全体の雇用量の決定の主体的な地位にあ
る。雇用の古典派理論は、つぎの2つの公準に要約することができる。
†1：労働の賃金は、労働の限界生産物に等しい。1被用者の賃金は、も
し雇用が1単位だけ減少すれば、このために失われるべき価値に等しい。
ただし、この均等は、競争と市場の不完全な場合には、ある一定の原理に
したがって、撹乱されるであろう。
2：一定の労働量が雇用されている場合、賃金の効用はその雇用量の限
界不効用に等しい。1被用者の実質賃金は、現に雇用されている労働量を
誘引するに十分なものである。ただし、各労働単位間の団結によって撹乱
されうる。ここに、不効用というのは、個人あるいはその集団に、かれら
にある最低限以下の効用しかもたらさない賃金を容認するよりも、むしろ
かれらの労働を差し控えさせるあらゆる種類の理由を包括するものと理解
されなければならない。†（†～†参考文献1p7参照）
われわれは、第1公準から雇用に対する需要曲線を、第2公準からその
供給曲線を導出することができ、雇用量はこの2つの曲線の交点から決ま
る。5図は、古典派の労働市場の均衡を示している。横軸に雇用量、縦軸
に実質賃金をそれぞれ表している。Wは貨幣賃金を、Pは物価水準を、
したがってW／Pは実質賃金をそれぞれ表している。労働需要は、実質
賃金の関数であり、資本ストックー定という制約条件のもとでは、収穫逓
減の法則の作用を受けるので、労働需要関数は実質賃金の減少関数であ
る。これは右下がりの曲線で示される。一方、労働供給も実質賃金の関数
であり、これが上昇すれば、供給量が増加するので、労働供給関数は実質
賃金の増加関数である。このような状況のもとで、雇用量は完全雇用LF、
均衡実質賃金は（w／P）＊にそれぞれ決定される。
古典派は労働の需要と供給にアンバランスがあった場合、市場経済のメ
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カニズムからただちに自動的に実質賃金がそのアンバランスを解消する
ように伸縮的に調整すると考える。貨幣賃金Wも物価水準Pも自由自在
に伸縮的に変動できると考えているのである。6図において、実質賃金
が（w／P）。のとき労働需要曲線から企業はAの人数の労働者を雇おうと
し、一方、労働者側は労働供給曲線からB人数が働きたいと思っている。
このとき、B－Aの人数が働きたくても働けない失業すなわち非自発的
失業になりそうであるが、古典派はこのようなときにはただちに実質賃金
が（w／P）＊まで下落し、常に労働の需要と供給が均衡して完全雇用LF
が実現すると考える。常に完全雇用であるという前提なのである。非自発
的失業は労働需要が労働供給よりも少なくなることにより生ずる失業で、
ある賃金のもとで働きたいと思っているのに、企業が雇ってくれない状態
のときに発生する。このように古典派の労働市場ではつねに完全雇用LF
が成立しているが、この完全雇用は失業者が全くいない状態のことではな
い。完全雇用は、ある実質賃金のもとで働きたい人は「完全」に雇用され
ているという意味においてであり、非自発的失業は存在していない状態で
あるが、自発的失業と摩擦的失業が存在することを古典派は容認している
のである。
『一五〇LSP（警．＼／
／＼
0 LF
5図古典派の労働市場
（完全雇用状態）
L
P『????
0
S．?
L。LF L
6図古典派における労働市場
（実質賃金引下げからの雇用量の拡大）
以上のように、古典派の失業の範疇には、摩擦的失業と自発的失業の2
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つしかない。これらの失業は、完全雇用と矛盾することなく両立しうる。
摩擦的失業は、市場が不完全なために起こる失業であり、組織の不備ある
いは需要の変化や労働の移動が若干の遅れなしには行われないという宿命
的な原因や経済構造の摩擦的原因によって起こる失業のことである。ま
た、自発的失業は、法制、社会的慣行、団体交渉などによる団結、変化に
たいする反応が遅いとか、単なる人間の片意地などの結果として、現行の
賃金を受け入れることを拒否する、あるいはもっと高い賃金でなければ働
かないという要求をもつ労働者の自発的意思に基づく失業である。した
がって、古典派の労働市場の分析から、雇用を増大させる手段は、この摩
擦的失業と自発的な失業をなくす以外の方法はないのである。古典派の雇
用理論から導くことができる雇用増大策は、つぎの4つのいずれかであろ
う。
‡1．組織や予見の改善により、摩擦的失業をなくすこと。
2．自発的な失業を減少させるために、労働の限界不効用を引き下げる
こと。
この引き下げは、労働者が実質賃金の引き下げを容認するようになるこ
とを意味する。これは、6図のように、L。からLFのように雇用量の均衡
水準を右のほうへ移動させる。
3．賃金財産業における労働の物的限界生産力が増大すること。
これを増大させることができれば、労働の需要曲線は、右のほうへ移動
する。これを実現させるには、資本蓄積を促進させて労働の資本装備を深
化させる、あるいは生産技術の改良・発明などによって労働の生産性をあ
げる必要である。
4．非賃金所得者の支出が、賃金財から非賃金財に移行することとむす
びついて、非賃金財の価格が、賃金財の価格に比べて騰貴すること。
賃金財産業における労働賃金の効用は、賃金財価格に依存している。賃
金財の価格が相対的に低下すれば、実質賃金率はその分だけ上昇する。こ
れは、労働需要曲線を右のほうへ移動させる。‡（‡～‡参考文献1p8
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参照）
以上が古典派の雇用理論から導かれる対策である。このうち、古典派は
特に2の雇用対策を最重要視する。ケインズはこれとは別に「有効需要の
原理」を論拠にして次のような意味のことを言って批判している。現実の
企業者や労働者が受け取る所得は、貨幣であって実物生産物ではない。生
産者あるいは企業者は、生産に伴って労働者に賃金や賞与を支払う一方、
原材料・生産財も購入しなければならない。生産は、1回だけではなく間
断のない経済活動を継続させていく必要があります。生産したものが市場
価格ですべて売却されて、売上代金にならなければ従業員、あるいは社員
を雇用し続けることができないのである。需要されてはじめて、継続生
産、継続雇用を維持できるのである。生産縮小がおこれば、雇用の縮小が
起こり、そこには失業が生まれる。失業に対する古典派とケインズの考え
方に大きな違いがある。前者の考え方では、景気が悪く失業が生じてもま
ず、労働市場で仕事をめぐって自由競争が発生して貨幣賃金をさげる。っ
ぎに、その結果として実質賃金が下がる。実質賃金がさがれば、企業も労
働を雇用しやすくなり、労働需要は増えるのである。しかし、ケインズ
は、貨幣賃金には下方硬直性があるとみているので失業者の一部分は失業
したまま解消されないとみる。
3．ケインズ派の労働市場
ケインズ派の労働需要曲線は、つぎのようにして導出されている。労働
需要は、企業の利潤最大化行動を前提とした限界生産力説によって、限界
生産力と実質賃金（または限界生産力の価値と貨幣賃金が均等する）が均
等になるように労働需要量を決定する。ここで、限界生産力とは、追加的
に労働を1単位投入した場合の生産量の増加分をいい、これを実質賃金と
いう企業側の実質支出と等しいところで労働量を決定することになる。こ
のように、企業は限界生産カー実質賃金のときに利潤最大の労働需要量を
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決定することになる。古典派もケインズ派も労働需要曲線にかんしては一
致している。問題は、労働供給曲線である。
ケインズは貨幣賃金には下方硬直性があるとする。かりに失業者が多く
ても、賃金が十分に下がれば、企業の雇用意欲も高まるはずであり、そう
ならないのは賃金が十分にさがらないからである。賃金が下方硬直的であ
れば、失業が解消しにくいことは、ケインズの以下の説明でもわかる。7
図において、貨幣賃金がW。にあるときは労働需要Aよりも労働供給Bが
大きく労働需要が少ないために非自発的失業が生じる。このとき、ケイン
ズ・モデルでは貨幣賃金Wは下がらず、物価水準Pも一定であるとする
ので、縦軸に貨幣賃金をとった非自発的失業ABは労働市場では解消され
ないのである。ケインズが考えている労働市場の特徴は、縦軸に貨幣賃金
Wをとり、物価水準Pを一定としていることである。
四
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陥
7図ケインズの労働市場
（非自発的失業の発生の状況）
0
が???
?????
LoLFL
8図ケインズの労働市場
（有効需要増大による雇用量の拡大効果）
いま、同図の貨幣賃金W。のもとで、企業の労働需要はAの100万人、
労働者の労働供給はBの150万人であるとすると、B－Aの50万人が非自
発的失業の状態にある。150万人の労働供給者のうち、現実に雇用される
のは企業が需要する100万人であり、L。が現実の雇用量を示している。ケ
インズは、自発的失業や摩擦的失業の存在を認めている点では古典派と同
じであるが、さらに、非自発的失業の存在を主張しているのである。両派
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に共通する自発的失業と摩擦的失業は、どんな社会や時代にも存在すると
している。
ケインズ派による労働供給は、家計の効用最大化行動を前提して決定さ
れるが、古典派の主張をつぎのように修正している。労働供給は労働の限
界不効用が実質賃金に一致したところで労働供給量を決定するというもの
である。限界不効用とは、追加的に1単位の労働を供給した場合の効用の
減少分をいい、これが実質賃金という限界的な実質収入と均等することで
ある。ケインズ派は、8図に示すように、労働供給は名目貨幣賃金の関数
であり、労働者は物価を考慮しない貨幣錯覚に陥っていると仮定した。
かっF点までの完全雇用LFにいたるまでは貨幣賃金率は一定と考えてい
る。これは、労働組合の圧力などの制度的な制約が存在するために価格調
整メカニズムが伸縮的に作用しないばかりか、現行の貨幣賃金のもとで働
きたくても働けない非自発的失業が存在することを前提していたからであ
る。賃金の下方硬直性をもたらす要因として、主につぎのようなことが考
えられる。
1．労働組合の存在。それは、雇用されている労働者の労働条件を守る
ため、賃金の引き下げに抵抗する。ときに、ストライキなどの強行
手段をとることもある。多くの失業者があっても、低い賃金と比較
的高い賃金が共存する。しかし、現代では、労働組合が存在する
企業の組織率は非常に低く、その割合は20％を切っているほどであ
る。2．最低賃金制度が効いていることである。労働者に最低限の所得を確
保させるようにするために、多くの国でこれが設けられている。
3．そもそも賃金が下がりにくい構造になっている。これは、公共料金
や工業製品の価格が下がりにくいということと似ている。野菜や魚
介類などの生鮮食品の価格は、需給のバランスが崩れれば大きく価
格が変動する。
以上のような理由から、ケインズ派の労働供給曲線は完全雇用までは水
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平であり、それ以降、労働供給は貨幣賃金率の関数となるため、右上がり
の曲線になる。非自発的な失業が存在している場合でも、市場のメカニズ
ムでは解消されないのである。このように、不本意に失業したままあるい
は希望している職業につけないまま非自発的失業が発生しながら、経済が
均衡してしまうという考え方は、きわめて現実的である。ここで、ケイン
ズは、政府の役割を重要と考える。ケインズ派は、次期に失業の減少策と
レて政府が経済に介入して総需要政策の裁量的な実施を主張したのであ
る。総需要を大きくすることは、間接的に8図の労働需要曲線Lαをでき
るだけ右に移動させて、その増えた分だけ非自発的失業LF－L。を減らす
ことになる。このような失業の存在を前提に、これから述べる有効需要の
原理と乗数理論が展開されるのである。拡張的な財政政策を実施すること
によって有効需要を拡大させたり、金融政策によって有効需要を拡大させ
たりすることによって、なるべく完全雇用を達成あるいは近づけるように
する政策がとられる。非自発的な失業が多く存在するのは不況や恐慌のと
きなので、ケインズ経済学はときどき不況の経済学ともよばれることがあ
る。
以上のように、古典派とケインズ派の失業の範疇には、3つのタイプの
失業の分類しかないのであるが、現実風にいえば1国全体の失業率を考え
る場合、仕事を探している失業者が存在すると同時に、他方で求人してい
る企業者が存在している。経済の構造はつねに変化しており、失業と求人
が共存しているからといってつねに労働の需給が適合するわけではありま
せん。労働者の技能や地域も違うし、経済はっねに変化しているからで
す。労働市場では、仕事をしている人、失業者、仕事をする意思を持って
いない非労働者の3っに区別できます。経済にはつねに3つの問で人の動
きがあります。したがって、っねにある程度の構造的な失業が存在するこ
とになるはずです。このような失業を失業率で表したのが自然失業率であ
る。現実の失業率はこの失業率に等しくなるわけではありません。景気が
よくなれば、現実の失業率は自然失業率よりも低くなるでしようし、景気
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が悪くなれば自然失業率よりも高くなるはずです。
ケインズ経済学の登場以来、裁量的な経済政策の効果は、経済学上のお
おきな争点となり、これまで様々な議論が行われ一般化されてきた。以下
では、まず、ケインズの基本的な考え方を概観し、それを踏まえた45度
線分析やIS－LM分析の枠組みを示して国民所得と利子率の同時決定の仕
組みを説明する。これらの国民所得決定の理論が重要な意味をもつのは、
有効需要の大きさが労働需要曲線LDの位置を決定づけるからである。有
効需要が大きくなれば、国民所得が大きくなるので結果的に雇用が拡大す
るのである。古典派においても、有効需要が大きくなれば労働需要曲線が
右の方へ移動して雇用が拡大するのである。
4．有効需要の原理とケインズ派の経済政策
4－1．有効需要の原理
有効需要が不足することがありうると最初に唱えたのは、Rマルサス
（英国経済学者、人口論で有名）である。彼は当時、主流派であるリカー
ド経済学がよって立つ「セイの法則」に激しく反対して、有効需要の謎に
取り組んだのであるが、何故にそれが不足したり過剰になったりするのか
を説明することができなかった。それから長い年月を経て、ケインズが始
めて有効需要の謎を解き明かすことになる。（参考文献1．p37参照）
有効需要の原理とは、国民所得は財・サービスに対する有効需要の額に
よって決定されるとする考え方である。有効需要とは所得額に基づいて
人々が計画した需要のことであり、需要があるから財・サービスが生産さ
れるのであり、社会全体の生産を規定するのは需要額であるという考え方
である。この考え方からすれば、社会の生産能力にたいして需要額が不足
すると生産能力は過剰となり、失業者や遊休設備が生ずることになる。ケ
インズは、自らの経済学を「一般理論」と呼び、従来の「古典派」理論と
の違いを強調している。そして、古典派経済学が完全雇用の状態のみを扱
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う「特殊理論」であったのに対し、ケインズの理論は完全雇用を特殊な場
合として含み、失業の存在する状況も含めた、より一般的な経済状態を対
象とするものであると主張している。さらに、有効需要の不足によって非
自発的失業が生じることを明らかにしている。また有効需要の原理に基づ
き、とくに不況や恐慌のとき政府が経済に積極的に介入することによっ
て、経済や景気をうまく運営、管理する経済政策を示唆した。このケイン
ズの理論は従来の経済学と大きく異なるため、「ケインズ革命」と呼ばれ
ている。この考え方を45度線分析やIS．LM分析によって説明することに
しよう。キー・ワードは、国民所得と有効需要である。
まず、国民所得という用語は、広義および狭義の2通りの意味で使われ
る。広義では国民経済計算に用いられる国内総生産、国内純生産という概
念を総称する語として用いられる。この国内総生産から資本減耗分の合計
を差し引いたものを、国内純生産と呼びます。さらに、税制を考慮して、
国内純生産から企業が政府に支払う間接税を差し引き、企業が政府から受
け取る補助金を加えたものを狭義の国民所得と呼びます。
これから国内総生産GDPがどのようにして決定されるかを説明しま
す。ここでは、簡単化のために、外国貿易と貨幣経済あるいは金融経済を
捨象（しばらく議論の対象としないで横においておき考慮しない）し、利
子率と物価は一定であると仮定しておく。さらに、消費関数を線形で表
し、投資と政府支出を一定と仮定しておく。以上のような緒仮定のもとに
おいて、一・国における総需要は、外国貿易を除くと消費C，投資1，政府支
出Gの総和からなる。また、経済活動の水準は総需要と総供給とが等し
くなるところで均衡する。総需要一総供給の条件を満たすときの国民所得
が均衡国民所得と呼ばれる。いま、総供給をYs，総需要をYD、国民所得
をYでそれぞれ示すと、
YsニYD（1）っぎに三面等価の原則（生産面、分配面、支出面からみた広義の国民所得が事後的につねに等しくなること）より、
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YsニY（2）となる。他方、総需要は、消費と投資と政府支出の総和であったからYDニC十1十G（3）と表せる。これら3つの式より、
Y＝C十1十G（4）が成り立つ。左辺は国民所得（同時に総供給）、右辺は総需要をそれぞれあらわしている。ここで、総需要のうち投資は仮定により一定、政府支出
は所得の大きさとは関係なく人為的に政府の判断によって決められてい
る。そして、消費については、一般に家計は最低限必要な生活費である基
礎消費（C。一・定）のほか、所得Yの一定割合を消費するものと考えられ
る。この割合を限界消費性向c（通常、この値は0＜c＜1の範囲にある）
とすると、国民所得と消費の関係は、
C＝Co十cY（5）という式で表せる。この式を消費関数という。（5）式を（4）式のCに
代入すると、（4）式はY＝cY＋1＋G＋C。と表すこともできる。した
がって・消費関数が与えられると・この式が成立するような国民所得Y
の水準が決定されると考える。左辺が大きすぎる場合は総需要不足、右辺
が大きい場合は総供給不足の状態になるが、この状態はやがて調整されて
（4）式を成立させるような国民所得の水準が均衡国民所得となる。それ
は有効需要の大きさによって決定されているのである。
企業倒産や失業が急激にかつ大規模におこる現象を恐慌という。資本主
義経済では、10年おきに大小の恐慌を繰り返してきたといわれます。とく
に1929年のアメリカの大恐慌は、ウオール街の株式市場を大暴落させて、
世界経済を不況のどん底に陥れました。1933年、当時の大統領ルーズベ
ルトにより不況対策、経済再建策が進められたニューデール政策が有名で
す。その政策は、政府が国民経済の各部門に購買力を増進させて経済の再
建を図ることを基調としたのである。ケインズの「一般理論」が成立した
のは、このような背景においてである。（参考文献3p186参照）
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有効需要の原理は、社会全体の雇用量は有効需要の大きさによって決定
づけられるという理論である。この原理は縦軸に消費、投資、政府需要の
総額である総需要および総供給を、横軸に国民所得をとると、9図のよう
に表現できる。消費需要は国民所得が増加するにつれて増加するので、そ
の関係が右上がりの図で示されている。消費Cと投資1と政府支出Gの
合計は（4）式の右辺を表している。また、原点から引いた45度線は、
その線上のすべての点はすべて縦軸からの距離と横軸からの距離が等しい
ので、縦軸上に測られた消費と投資と政府支出の合計が横軸上に測られた
国民所得と一致していることをしめしている。総需要を直線としてとらえ
ると、C＋1＋Gの傾きは、所得の増加分にたいする消費の増加分cと
なっている。そして、原点を通る右上がりの45度線は総供給二国民所得
という三面等価を示しており、生産物市場の均衡は45度線上で実現する。
したがって、国民所得Yの（4）式は
YニC十1十G＝Co十cY十1十G
Yについて移行して整理すると
＊1y＝（C。＋1＋σ）（6）1－oとなる。＊印は均衡解の意味である。これが45度線分析の基本的な枠組みである。（6）式で決定される総需要は総供給と等しく、かつ三面等価の
原則により国民所得と等しくなっている。需要という言葉は、単にモノや
サービスを欲する心理状態を意味しているが、それだけでなくその裏づけ
となるお金の支払いを伴った心理状態を表している。さらに、有効需要と
はこのような心理状態だけでなく、さらに均衡条件をみたす需要を表現し
ているのである。なになにで稼ぐことができれば購入してもいいとか、な
になにが売却できれば購入してもいいとかという条件付購入ではなく、支
払いが完全にできかつ均衡条件を満たす需要なのである。したがって、均
衡水準においては、消費支出一消費需要、投資支出＝投資需要、政府支出
二政府需要などが成りたつのである。以上の説明ではすこしややこしいの
で、すっきりした形の方程式の体系で示すと、たとえば、単純化されたマ
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Y－C＋1＋G均衡条件式
CニC。＋cY消費関数
1ニ1。（一定）投資関数
G＝G。（一定）政府支出関数
この経済モデルのYの均衡状態は、9図のようになり、均衡解は
＊1y＝・（CO＋10＋σ0）1－oである。これは、ケインズ経済学の45度線を用いた国民所得決定の理論の原型である。
????
0
45。
E
c＋1＋（｝
y＊国民所得
9図45。線分析
????
E’（o＋1＋o）’
C＋1＋（；E
政府支出増
y＊茗国民所得0
10図45。線分析
（政府支出増の場合）
4－2．ケインズ派の経済政策
ケインズ派の主張の要点は、総需要の大きさに対応して総供給、した
がって広義の国民所得が決まるということである。総需要曲線の傾きは
45度線（傾き1）よりも小さく0よりも大きいので、それは45度線と必ず交
差する。総需要が総供給よりも大きい場合、経済は拡大し国民所得は大き
くなるし、小さい場合、経済は縮小し国民所得を小さくする。そして、総
需要と総供給が等しくなるところで均衡する。しかし、総需要が主導的な
役割を果たす。10図でケインズ派の経済政策を考えてみよう。
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たとえば、経済が不況で失業が存在するとき、政府が不況対策として政
府支出を増やして、公共事業を行ったとしよう。総需要曲線C＋1＋G
は、上にシフトして45度線と上のほうで交差することになる。国民所得
は、Y＊からY、へ移動する。この結果、所得が（Y1－Y＊）の分だけ増加
して経済は拡大して不況から脱出することができる。
ここで、追加的な政府支出の1単位あたりの増加が生み出す国民所得の
大きさを考えてみよう。（6）式において、投資を一定として政府支出G
を変化させた場合、（6）式を微分して、変分表示をすると△Yニ1／1
－c×△Gと表せる。c－0．6の場合、1／1－cは乗数と呼ばれ、その大
きさが2．5となるので、これは政府支出の増加分△Gの2．5倍の国民所得の
増加△Yをもたらすということを意味する。これは、政府支出の増加分
△Gがそれと同額の国民所得を増加させた後、さらにそれが追加的な消
費を増加させることになるためである。これを政府支出の乗数効果と呼ん
でいる。さきほどの例でいうと、不況で経済が低迷しているとき、政府支
出を計画して公共事業なり、ほかの経済政策をするなりして追加需要を増
やしていくことで総需要を増やせば、最終的に決まる国民所得がその乗数
倍だけ増加して経済が拡大することになるのである。先進国諸国におい
て、1950年代から1960年代にかけて、国によって多少の違いはあっても、
過去の経済不況時にこのような経済政策を実施して不況を脱出してきたの
である。
他方、金融面ないし貨幣面においては、ケインズは、「流動性選好」に
基づく貨幣にたいする需要が、利子率と国民所得に与える影響が大きく、
決定する上でも重要であると主張した。この考え方は、J．R．ヒックスに
よってIS－LM分析としてまとめられ、いわゆるケインジアンにより標準
的なケインズ経済学のモデルとなって後世に大きな影響を与えた。この
「IS－LM分析」は、物価が一定だが、利子率が変動する世界を考え、生
産物市場と貨幣市場を分析の対象としている。
「IS－LM分析」において、まず、財市場をみると、国民所得Yは消費
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C、投資1、政府支出Gの和であるから、（4）式が成立する。消費につい
ても（5）式が成立する。さらに、投資1は利子率との関係から決まり、
利子率が低いほど投資は増加する。この関係を式で表すと、1－1（r）と
なる。この式を投資関数という。そして、利子率が高くなると投資1は減
少する。投資は利子率の減少関数である。したがって、（6）式は
プーC・＋1（「）＋G（7）1－o????????
0 拓一ヶ聾国民所得y
11図IS－LM曲線（財政政策）
???????????
?????←?
0 拓聾国民所得y
12図IS－LM曲線（金融政策）
と書ける。この式において、Yとrの関係は負の関係であるので、財市場
の均衡を示すとIS曲線は11図のように右下がりとなる。rとYの関係で
は、rが高くなればYは小さくなり、rが低くなればYは大きくなる。し
たがって、財市場の均衡である（4）式の関係を図に示したIS曲線は、
右下がりとなる。これは、利子率が低いときには投資は活発になり所得が
増大するという関係が成り立っているからである。また、公共投資などの
政府支出の増加は、前述したように国民所得Yを増加させるため、IS曲
線がISからIS一のように右のほうへ移動させるのである。その結果とし
て、国民所得は、Y。からYFのところに移動して完全雇用国民所得YFが
実現する。このようにして、財政政策や金融政策を駆使して国民所得を望
む水準にしていくのである。
他方、貨幣市場においては、実質マネーサプライに対する貨幣需要は、
経済取引や生活の必要上、手許に現金を保有しようとする「取引的貨幣需
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要」と貯蓄手段として貨幣を保有しようとする「投機的貨幣需要」を考え
る。前者は、経済規模の規模が大きくなればなるほど大きくなるので、国
民所得が大きくなればなるほど大きくなる。後者は、金利が低く、債券価
格の下落が続くという局面では貨幣を保有しようとする動機が生じると考
えられる。このため、LM曲線は右上がりとなるのである。そして、IS曲
線とLM曲線の交点において財市場と貨幣市場の同時均衡が達成され、
利子率と国民所得が同時に決まる。これが、ケインジアンのいうIS－LM
モデルによる均衡解である。
たとえば、ある経済がっぎの方程式体系で示されるとき、IS－LMモデ
ルの均衡解は次のように求められる。方程式を一般的な文字や変数で示す
ことができるが、ここでは、ケインズ派の経済政策の一端を示すことがで
きれば目的は達成するので、わかりやすく、以下のような数値例で説明し
ていく。以上のような諸仮定の経済モデルにおいて、それぞれの関係式が
Y－C＋1＋G均衡条件式
C＝52＋0．6（Y－T）消費関数
1－80－12r投資関数Gニ20政府支出関数丁一20租税関数L－L1＋L2－120＋0．5Y－10r貨幣需要関数
M／P－170実質貨幣供給関数
で示されるとき、Yとrの均衡解はいくらになるかを求めてみよう。ただ
し、各変数は、C：消費、1：投資、Y：国民所得、G：政府支出、r：利子率、
T：租税、M：名目貨幣供給量、L1：取引的動機に基づく貨幣需要、L2：
投機的動機に基づく貨幣需要、L：貨幣需要量、P：物価水準、M：貨幣
供給量、M／P：実質貨幣供給量を示している。また、前述の45度線の
実物経済のみの分析のときと同じように、投資関数、貨幣需要関数も線形
と仮定しておく。
上の3本の式とGとTの値から、すなわち財市場から
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0．4Y＝140－12r（8）が求める。横軸に国民所得Yを縦軸に利子率rをとった場合、この式は
IS曲線を表す式になります。そして、貨幣市場から、実質貨幣需要Lと
名目貨幣供給M÷物価水準Pの式から
0．5Y＝50十10r（9）が求まる。この式はLM曲線を表す式である。このIS－LMの2つの（8）
式と（9）式の連立方程式を解くことによって、均衡国民所得の解がY＊
ニ200と均衡利子率r＊ニ5と求まる。
ところで、貨幣供給量を増加させると、IS曲線がISの位置にあっても、
利子率が低下して投資を増やしその結果としてLM曲線がLM’の位置に
移動する。その結果として、国民所得Y＊がYLのように増大する。これ
が、金融政策によって国民所得Yを増加させる方法である。しかし、前
述したように、このようにして決定される国民所得YFやYLが、労働需
給を均衡させる国民所得の水準あるいは完全雇用に一致する保証はどこに
もないのである。不況を克服して少しでも完全雇用にちかづけるために
は、財政政策によってIS曲線を右方へ移動させたり、金融政策によって
LM曲線を右方へ移動させたりして、国民所得を増加させることが必要な
のである。このような考え方が、ケイジアンの伝統的な経済政策なのであ
る。
ケインズ経済学では、貨幣市場の変化が財市場にも影響を与える。古典
派の二分法と異なり、貨幣市場は財市場と相互に関係しあっている。たと
えば、金融緩和政策で貨幣市場の貨幣供給量を増大させると、貨幣を手に
いれた投資家は債券を購入しようとし、債券の需要が増大し、その結果債
券価格が上昇し、債券価格と逆の関係にある利子率は下落する。利子率の
下落は、財市場の投資を増大させる。利子率が下落して投資費用が低下し
たことによって、企業は投資を増大させて、機械を購入したり新しい工場
を建設したりして経済活動を活発化させる。そして、また新たな労働者を
雇用する。やがて、非自発的失業が解消され、失業率が減少するのであ
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る。貨幣供給量の増大は、12図に示すようにLM曲線をLMのように右
方に移動させて、完全雇用国民所得YFに近づけるのである。
以上がケインジアンによって提唱された裁量的な財政・金融政策の必要
性にかんする理論である。こうした考え方は、やがて長期的には市場にお
ける価格調整メカニズムは有効に機能するものの、短期的には、労働市場
の不完全性などから市場メカニズムが有効に働かない局面が存在するた
め、短期的に発生する景気変動にたいして、政府が「総需要管理政策」を
実施し、完全雇用を達成する必要がある、という「新古典派総合」の考え
方に集約され、1960年前後から幅広く経済政策の目標とされるようになっ
た。
2表海外勘定
単位兆円
年度 19981999200020012002200320042005200620072008財・サービスの輸出 53 52 56 52 57 60 67 75 8492 ？
財・サービスの輸入 444449 48 50 51 58 68 77 84 ？
純輸出（輸出一輸入） 9 8 7 4 7 9 9 7 7 8
出典：平成20年度国民経済計算より作成（千億円の位で四捨五入）
以上の内容が古典派とケインズ派の雇用理論の骨子であるが、ここでケ
インズ派の立場にたって、今回の派遣切りの経済現象を検証してみると、
つぎのようになるだろう。（4）式において、外国との貿易を考えなかっ
たので、これを新たな経済モデルとして開放経済の形にしてみる。そうす
ると、（4）式は
YニC十1十G十（E－M）
という新しい形になる。Eは輸出、Mは輸入である。輸出一輸入である（E
－M）は、日本の貿易収支で純輸出とも呼ばれている。日本は何十年以
上もの長い間、貿易黒字を続けてきたのである。投資と貿易黒字の趨勢的
な拡大が日本の経済成長の2本柱だったのである。純輸出（E－M）が
内需に加われば、貿易収支が黒字である限り経済の規模はそれだけ大きく
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なるのである。この貿易収支が今回の派遣切りに大きく関係している。2
表は、過去の日本の貿易収支を示している。純輸出（E－M）はどの年
度のおいてもプラスで推移している。これらの年度でも、5兆円から9兆
円ぐらいの貿易収支の黒字を刻んできたのである。つまり、このプラスの
外需が内需の大きさに加わり経済の規模を時に拡大させたり時に支えてい
たのである。
今回、この米国のサブプライム間題から金融危機への拡大から大きく影
響を受け、純輸出はかなり落ち込み、ほぼゼロの水準になっているのであ
る。このような米国の事情から、米国のみならず世界経済全体の消費者の
購買力が大きく落ち込み、日本製品にたいする需要も大きく落ち込んでい
るのである。特に輸出産業の中心である自動車、ハイテク・電機など日本
の輸出が大きな影響をうけて輸出がかなり大きく低下しているのである。
工場の現場からの報告1；よると、かなり深刻な打撃を受けている模様であ
る。受注の落ち込みはひどい状態になっており、かなり大きく低下してい
る模様である。2表は国民所得統計における直近の数年間の数値を示して
いるが、平成20年の秋からこの数値は大きく低下しているはずである。
平成19年度の輸出が90兆円程度であるから、仮にこの40％程度の減少とす
ると36兆円の減少と仮定すると、19年度のGDPは515兆程度であるから、
全体の7％程度の需要減ということになる。もし、輸出の30％の落ち込み
なら27兆円で全体の5ないし6％程度の需要減ということになる。今回の
劇的な受注の低下は、これを反映しているのである。したがって、これに
見合う輸出製品をつくる工場からものづくりにあたる労働者の一部分が不
要になり多くの派遣社員、季節工の解雇に結びついたと推察できるのであ
る。貿易については、これまでは米国と欧州市場が中心で、最近中国市場
が増えてきていたが、理屈では需要が増えるのであればどこの国の市場で
あってもよい。日本は天然資源が乏しく、石油にしてもほぼ100％外国か
ら輸入しなければならない。石油や原材料を購入する外貨が必要なのであ
る。
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雇用が増え経済が回復するには、やはり基本的に総需要が回復してこな
いと無理である。総需要の回復は、国内需要（いわゆる内需）と外国需要
（いわゆる外需）がどれほど回復してくるかどうかにかかっている。日本
は、長い間いわゆる外需主導型の経済でまわしてきた部分が大きかったの
である。輸出を含めて、消費、投資、政府支出などの総需要が現状維持さ
れなければ現行の雇用量全体は維持できないのである。また国内総生産の
およそ6割を占める消費の動向も注目される。2004年から2006年の戦後
最長の景気拡大局面で、上場企業が毎年増益となったが、家計には賃金上
昇の恩恵に及ばず、「実感なき景気回復」が続いた。それにもかかわらず
GDP統計をみると、実質民間最終消費支出は、3年問、前年比1％を超
す伸び率を維持し健闘している。そのおおきな原動力と考えられるのが、
雇用不安が薄れていたことである。消費動向調査でも、暮らし向き、収入
の増え方、雇用環境、耐久消費財の買い時、などから消費態度指数を5段
階で評価しているが、雇用環境についての意識指数がこの時期、緩やかな
上昇基調であったことが確認できる。したがって、民間経済の基本である
消費や投資の需要が回復してこないと、総需要あるいは景気を維持しよう
とすれば、3番目の経済主体である政府がその支出を増加させること以外
に方法はない。それ相応の景気・経済対策を実行しなければならないだろ
う。要は総需要の回復をどの程度望むのかによって、経済政策の規模と内
容が決まってくるのであるが、効率的な経済政策というか一過1生の政策で
はなく持続性のある政策で後々の雇用維持にっながるような経済政策が望
まれる。あわせて地道な雇用対策を継続していかなければならない。
5．むすび
以上のように、雇用あるいは失業の現状、それをめぐる主要な学派の雇
用理論、そしてケインズの有効需要の原理とケインズ派の経済政策などを
述べてきました。いまのところ、今回の失業した労働者の多くは、非正規
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雇用である。不況が長引けば失業が正規雇用まで及んでくるだろう。雇用
あるいは失業に関して本稿で説明してきたことを要約して箇条書きにする
と、つぎのようになろう。
第1に古典派は、摩擦的失業と自発的失業が存在するものの、労働市場
では常に完全雇用が成立するとみる考え方である。これに対してケインズ
は、摩擦的失業と自発的失業のほかに第3の失業の範疇である非自発的失
業の存在を主張する。労働市場で非自発的な失業者をかかえたまま、過少
雇用の状態でも経済は均衡するとみる考え方である。古典派は、「供給は
それ自ら需要を生み出す」というセイの法則に立脚しているが、ケインズ
は有効需要の原理を理論の中心におき、有効需要の役割を最重要視する。
したがって、古典派は雇用を増やすのには市場経済の価格機能から実質賃
金が引き下がれば雇用の均衡水準が右に移動して実現するとしたのに対
し、ケインズは有効需要を増大させて、政策的に労働需要曲線を右に移動
させて雇用の拡大をはかろうとしたのである。
第2に米国経済への依存率が高い自動車・電機産業の大減産に端を発し
ている今回の派遣切りとその後の経済不況については、その主な原因が金
融危機によって発生した巨額の損失および国際貿易における輸出の大幅な
減少と世界的な消費の落ち込みによる有効需要の不足にあること。1国全
体の雇用量したがって失業の決定には、労働需要と労働供給だけではな
く、その底流では有効需要が大きく関与しつながっているのである。
第3に日本の雇用構造は大きく変化した。ほんとうに何が問題なのか見
極める必要がある。そのためにも労働の量と質をもう一度見直して利用で
きる全体の労働量を見極めて、日本の産業構造に適合した労働量の最適な
配置を推進するとともに正規、非正規雇用にかかわりなく公正で持続的な
基本的な雇用政策（対策）を構築していかないといけない。
以上のことから、日本の雇用維持あるいは景気回復には、基本的に有効
需要がどの程度回復するかに尽きるのである。依然として不安定な国際金
融制度などの大きな問題が横たわっているなかで、日本経済に必要なのは
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基本的に有効需要の回復であるが、同時に社会構造において職業による格
差、年代による格差、地域による格差などの重層的な格差社会のなかで早
くこの雇用不安も何とかしていかなければならないのではないだろうか。
参考文献
1．雇用、利子および貨幣の一般理論J．M，ケインズ著塩野谷九十九訳東洋経
済新報社1966
2．「古今東西雇用のあれこれ」洞口治夫稿所在インターネット；古今東西雇用
のあれこれ；を検索
3．経済学塩澤修平著新世社2003
4．経済学ベーシックゼミナール西村和雄・八木尚志著実務教育出版2008
（本学経営学部教授）
一100一
